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 JY-172-2  

 

主冷却機建物の地震応答解析 

 

1. 建物の地震応答解析の概要  

本資料は、基準地震動 Ssに対して、Sクラスの施設を内包する耐震重要度分類 Bクラスに

属する主冷却機建物が終局強度に対して耐震余裕を有することを説明するものである。  

基準地震動は、敷地ごとに震源を特定して策定する地震動及び震源を特定せず策定する地震

動について、敷地における解放基盤表面における水平成分及び鉛直成分の地震動としてそれぞ

れ策定する。解放基盤表面は、S波速度が 0.7km/s以上である G.L.- 173.9mとする。 

 

2. 一般事項 

2.1 位置 

主冷却機建物の位置を第 2.1図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1図 主冷却機建物の位置 

 

2.2 構造概要 

主冷却機建物は、平面形状が 67.0m(EW)×27.4(NS)の長方形を成しており、地上高さ 12.5

ｍ(地上 2階(一部 24.4m))、地下深さ 20.0m(地下 2階)の鉄筋コンクリート造の建物であ
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る。基礎は、厚さ 6.0mのべた基礎とし、第四系更新統の M1段丘堆積物(Mu-S2)に設置され

ている。 

 

2.3 評価方針 

主冷却機建物の評価は、基準地震動 Ssによる地震応答解析の結果に基づき実施する。地

震応答解析は、建物・構築物の形状、構造特性等を考慮した質点系の解析モデルを水平

(NS、EW)方向及び鉛直(UD)方向ごとに設定し実施する。 

地震応答解析の応答値である転倒モーメントを用いて接地率を算出し、基礎浮き上がりの

評価法の適用範囲内であることを確認する。 

評価は、耐震壁に生じるせん断ひずみ及び接地圧を算出し、評価基準値を超えないことを

確認する。 

地震応答解析による応答値は、建物・構造物及び機器・配管系の耐震評価における入力地

震動又は設計用床応答スペクトルの作成に用いる。 

主冷却機建物の評価フローを第 2.2図に示す。 
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第 2.2図 主冷却機建物の地震応答解析・評価フロー 
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2.4 準拠規格・基準 

主冷却機建物の地震応答解析において、準拠する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 建築基準法・同施行令 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601(日本電気協会) 

(3) 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説―許容応力度設計法―(日本建築学会) 

(4) 鋼構造設計規準―許容応力度設計法―(日本建築学会) 

(5) 鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説―許容応力度設計と保有水平耐力―(日本

建築学会) 

(6) 建築基礎構造設計指針(日本建築学会) 

 

2.5 使用材料 

地震応答解析に用いるコンクリートの材料定数を第 2.1表に示す。 

 

第 2.1表 コンクリートの材料定数 

対象 
設計基準強度 

Fc(N/mm2) 

ヤング係数 

E(N/mm2) 

ポアソン比 

ν 

主冷却機建物 20.6 2.15×104 0.20 

 

 

3. 入力地震動 

3.1 水平方向の入力地震動 

水平方向の入力地震動は、基準地震動 Ssを解放基盤表面に入力して一次元波動論により算

定した建物の基礎底面及び側面地盤ばね位置での応答波とする。 

算定に用いる地盤モデルは、当該敷地の地層等を考慮して設定された水平成層地盤とし、

等価線形化法により地盤の非線形性を考慮する。 

水平方向の入力地震動算定の概要を第 3.1 図に示す。入力地震動の算定に使用する解析コ

ードは「SHAKE(カリフォルニア大学)」である。 
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第 3.1図 入力地震動算定の概要（水平方向） 
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3.2 鉛直方向の入力地震動 

鉛直方向の入力地震動は、基準地震動 Ssを解放基盤表面に入力して一次元波動論により

算定した建物の基礎底面位置での応答波とする。 

算定に用いる地盤モデルは、水平方向の入力地震動の算定において設定された物性値に基

づき、基礎底面位置より上部を剥ぎ取った地盤モデルとする。 

鉛直方向の入力地震動算定の概要を第 3.2図に示す。入力地震動の算定に使用する解析コ

ードは「SHAKE(カリフォルニア大学)」である。 
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第 3.2図 入力地震動算定の概要（鉛直方向） 
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4. 地震応答解析モデル 

4.1 水平方向の地震応答解析モデル 

水平方向の地震応答解析モデルは、建物と地盤の相互作用を考慮した曲げせん断型の多軸

多質点系モデルとする。 

水平方向の地震応答解析モデルを第 4.1図に示す。 

耐震壁のせん断の復元力特性は、第 4.2図に示すトリリニア型のスケルトンカーブとし、

履歴特性は最大点指向型とする。曲げの復元力特性は、第 4.3図に示すトリリニア型のスケ

ルトンカーブとし、履歴特性はディグレイディングトリリニア型とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.1図 水平方向の地震応答解析モデル 
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第 4.2図 せん断のスケルトンカーブ（τ-γ関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.3図 曲げのスケルトンカーブ（M-φ関係）  
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4.2 鉛直方向の地震応答解析モデル 

鉛直方向の地震応答解析モデルは、建物と地盤の相互作用を考慮した多軸多質点系モデル

とする。建物部分は質点を鉛直方向のばねで連結する。 

なお、建物の埋め込み部分は考慮しないモデルとする。 

鉛直方向の地震応答解析モデルを第 4.4図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.4図 鉛直方向の地震応答解析モデル 
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5. 基礎浮き上がりの検討 

基準地震動 Ssによる地震応答解析における建物の接地率について、地盤の回転ばねに浮き

上がり非線形を考慮した非線形地震応答解析に適用できる接地率 65％以上であることを確認

する。 

基準地震動 Ssによる地震応答解析結果に基づく接地率を第 5.1表及び第 5.2表に示す。 

最小接地率は、Ss-3の NS方向で 77.8％であり、65％以上であることを確認した。 

 

第 5.1表 基準地震動 Ssによる地震応答解析結果に基づく接地率（NS方向） 

基準地震動 

浮き上がり限界 

転倒モーメント 

×106（kN・m） 

最大転倒モーメント 

×106（kN・m） 

接地率 

（％） 

Ss-1 

2.268 

2.956 84.8 

Ss-2 2.778 88.7 

Ss-3 3.275 77.8 

Ss-4 3.102 81.6 

Ss-5 3.127 81.1 

Ss-6 2.449 96.0 

Ss-D 2.679 90.9 

 

 

第 5.2表 基準地震動 Ssによる地震応答解析結果に基づく接地率（EW方向） 

基準地震動 

浮き上がり限界 

転倒モーメント 

×106（kN・m） 

最大転倒モーメント 

×106（kN・m） 
接地率 

Ss-1 

5.548 

4.876 100.0 

Ss-2 4.292 100.0 

Ss-3 6.279 93.4 

Ss-4 4.146 100.0 

Ss-5 3.706 100.0 

Ss-6 4.113 100.0 

Ss-D 4.624 100.0 
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6. 地震応答解析による評価結果 

6.1 耐震壁のせん断ひずみの評価 

基準地震動 Ssによる地震応答解析における鉄筋コンクリート造耐震壁のせん断ひずみに

ついて、各層の応答せん断ひずみが許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認する。 

基準地震動 Ssによる地震応答解析結果に基づく最大せん断ひずみを第 6.1表及び第 6.2

表に示す。 

最大せん断ひずみは、要素番号 3の B2Fの NS方向で 0.618×10-3であり、2.00×10-3を下

回っていることを確認した。 

 

第 6.1表 基準地震動 Ssによる地震応答解析結果に基づく最大せん断ひずみ（NS方向） 

階 要素番号 
評価基準値 

×10-3 

最大せん断ひずみ 

×10-3 

4F 7 

2.000 

0.129 

2F～3F 6 0.176 

1F 5 0.182 

B1F 4 0.173 

B2F 3 0.618 

 

 

第 6.2表 基準地震動 Ssによる地震応答解析結果に基づく最大せん断ひずみ（EW方向） 

階 要素番号 
評価基準値 

×10-3 

最大せん断ひずみ 

×10-3 

4F 7 

2.000 

0.123 

2F～3F 6 0.123 

1F 5 0.151 

B1F 4 0.124 

B2F 3 0.223 
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6.2 接地圧の評価 

基準地震動 Ssによる地震応答解析における地盤の接地圧について、支持地盤の許容支持

力度を超えないことを確認する。支持地盤の許容支持力度は、平板載荷試験から得られた極

限支持力度 2,206kN/m2とする。 

基準地震動 Ssによる地震応答解析結果に基づく地盤の接地圧を第 6.3表に示す。 

最大接地圧は、基準地震動 Ss-3の NS方向で 718.1kN/m2であり、許容支持力度

2,206kN/m2を下回っていることを確認した。 

 

第 6.3表 基準地震動 Ssによる地震応答解析結果に基づく最大接地圧 

基準地震動 
許容支持力度 

（kN/m2） 

接地圧 （kN/m2） 

NS方向 EW方向 

Ss-1 

2,206 

666.0 548.2 

Ss-2 635.4 512.1 

Ss-3 718.1 624.6 

Ss-4 691.5 518.8 

Ss-5 685.9 484.9 

Ss-6 599.4 507.9 

Ss-D 635.2 541.2 

 

 

 


